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大阪府踏切道改良協議会 

合同会議設置要綱（案） 

 

（目的） 

第１条 大阪府踏切道改良協議会合同会議（以下「合同会議」という。）は、踏切道改良促

進法（昭和36年法律第195号。以下「法」という。）第16条に基づき、大阪府域の法第３条

指定の踏切道や緊急に対策の検討が必要な踏切（踏切道改良促進法施行規則（以下「規則」

という。）第２条第１号から５号、８号、９号及び11号に該当する踏切（以下「カルテ踏

切」という。）等を対象に合同で協議・調整等を行うことにより、法第４条に規定する地

方踏切道改良計画（以下「改良計画」という。）の作成及び実施、その他大阪府域の踏切

道における踏切対策を円滑に進めることを目的とする。 

 

（協議・調整等の内容） 

第２条 合同会議は、次に掲げる各号について協議・調整等を行うことができる。 

（１） 踏切道に関する政策等の情報提供 

（２） 法第３条指定の踏切道における改良計画の作成に関する協議 

（３） 対策未完了、または法第３条指定の踏切道における法第12条の規定による評価を

実施するに当たっての構成員からの意見聴取 

（４） 法第３条未指定の踏切道における法指定等、課題解決に向けた検討・調整、または

課題の緩和に向けた多様な対策の検討 

（５） 第４種踏切の安全確保に関する検討・調整 

 

（合同会議の組織） 

第３条 合同会議は、別表に掲げる構成員をもって構成する。 

２ 合同会議に、議長１名及び副議長１名を置く。 

３ 議長は、国土交通省近畿地方整備局長（又は近畿運輸局長）とし、副議長は、国土交通

省近畿運輸局長（又は近畿地方整備局長）とする。 

４ 議長及び副議長は、合同会議の運営に支障がない限りにおいて、代理を選任することが

できる。 

 

（踏切道改良検討会） 

第４条 合同会議は、第２条第２号から第５号に掲げる事項について検討を行うため、大阪

府踏切道改良検討会（以下、「検討会」という）を設置することができる。 

２ 検討会に係る規約は別に定める。 

 

 

資料３ 
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（合同会議の開催） 

第５条 合同会議は、議長が自ら、各協議会の議長、又は各踏切道の鉄道事業者及び道路管

理者双方の求めに応じて招集する。 

２ 合同会議は原則として公開とする。ただし、公開することにより協議の実施に支障が生

じると認められるものについては、議長の判断により、非公開で行うことができる。 

 

（代理の選任） 

第６条 構成員は、合同会議の運営に支障がない限りにおいて、代理を選任することができ

る。 

 

（協議結果の尊重義務） 

第７条 合同会議の構成員は、合同会議において協議が調った事項を尊重しなければなら

ない。 

 

（事務局） 

第８条 合同会議事務局は、近畿地方整備局 道路部地域道路課、大阪国道事務所地域調整

課及び近畿運輸局鉄道部技術・防災課に置く。 

 

（その他） 

第９条 この規約に定めるもののほか、合同会議の事務の運営上必要な事項は、別に合同会

議で定めるものとする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、令和４年４月２６日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

合同会議 構成員 備考 

近畿地方整備局長  

近畿運輸局長  

大阪府知事  

大阪市長  

堺市長  

岸和田市長  

豊中市長  

吹田市長  

泉大津市長  

高槻市長  

貝塚市長  

枚方市長  

茨木市長  

八尾市長  

泉佐野市長  

富田林市長  

河内長野市長  

松原市長  

大東市長  

和泉市長  

箕面市長  

柏原市長  

羽曳野市長  

摂津市長  

高石市長  

藤井寺市長  

東大阪市長  

泉南市長  

四條畷市長  

交野市長  

大阪狭山市長  

島本町長  

田尻町長  
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日本貨物鉄道株式会社 関西支社長  

能勢電鉄株式会社 取締役社長  

南海電気鉄道株式会社 代表取締役社長  

水間鉄道株式会社 代表取締役   

阪神電気鉄道株式会社 代表取締役社長  

阪堺電気軌道株式会社 取締役社長  

阪急電鉄株式会社 都市交通事業本部 技術部 部長  

近畿日本鉄道株式会社 代表取締役社長  

京阪電気鉄道株式会社 代表取締役社長  

西日本旅客鉄道株式会社 取締役兼常務執行役員 近畿統括本部長  

 


